(別添様式１- １)
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：社会福祉諸費
	事業名: 福祉人材養成確保推進費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　　　
健康福祉部 地域福祉国保課 地域福祉担当　電話番号：058-272-8261
E-mail：c11219@pref.gifu.lg.jp　　　　　　　　　　　　　　　　
	事業費


　要求額：49,721千円（前年度予算額：69,091千円）
	事業内容


	１　事業の内容


　介護の現場では、低賃金、労働環境の厳しさ等により離職率が高く、慢性的な人手不足が続いている。さらに、今後高齢化が進行する中、安定的な人材の確保は深刻な課題である。
　上記の課題に対応するため、岐阜県社会福祉協議会内に「岐阜県福祉人材総合対策センター」を設置し、福祉人材の確保・育成を一体的に進め、人材の掘り起こし、従事者のスキルアップによる職場定着等、人材の安定確保対策を総合的に推進する。

＜県福祉人材総合対策センターの機能＞

　・福祉人材確保対策に関するシンクタンク
　・関係機関・団体の情報交換・ネットワーク拠点

　・一元的・体系的な研修機関

　・福祉人材バンク機能（無料職業紹介等）

　・福祉人材に関する総合窓口

　・福祉現場の声を踏まえた福祉人材確保対策実施機関

	２　所要経費


　（１）福祉人材総合対策センター運営費　31,100千円
　　　（内訳）

　　　ア　委託料　30,812千円
　　　　　・事業費　11,951千円

　　　　　　（無料職業紹介、求人求職相談、福祉の仕事就職フェアの開催等）
　　　　　・人件費　18,861千円　
　　　イ　県事務費　　 288千円
　（２）福祉・介護人材マッチング支援事業費　18,621千円
　（内訳）
　　　　委託料　18,621千円
　　　　　・事業費　 4,815千円

　　　　　・人件費　13,806千円

	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　Ⅰ　安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
　　１　高齢者の介護や見守りの体制を整える

　　・介護人材の養成校、ハローワーク、県福祉人材センター等関係機関における求人データの共有や就職説明会の共催など、関係機関の連携を強化する

	２　これまでの取組状況


・社会福祉法第９３条に基づき、平成5年度に福祉人材センターを設置。
　　・沿革
　　　　平成　3年度　東濃福祉人材バンクを高齢者能力開発情報センター内に設置。　（H9年に人材センター支所と位置づけ）
    　　平成　5年度　岐阜県福祉人材センターを県社会福祉協議会内に設置。
　　　　平成18年度　東濃福祉人材バンクを廃止（平成19年3月31日）
　　　　平成21年度　岐阜県地域福祉協議会（Ｈ20年度）の提案に基づき、岐阜県福祉研修センターを統合した福祉人材総合対策センターを設置。
（１）県福祉人材総合対策センター運営事業実績
ア　無料職業紹介事業
	年度
	新規求人数
	新規求職者数
	応募用紙交付数
	採用報告数

	平成２０年度
	1,936
	479
	332
	52

	平成２１年度
	1,089
	489
	163
	8

	平成２２年度
	1,525
	726
	272
	107


イ　求人・求職相談数

	年度
	求人（件）
	求職（件）

	
	来所
	電話等
	計
	来所
	電話等
	計

	平成２０年度
	58
	470
	528
	810
	766
	1,576

	平成２１年度
	28
	53
	81
	865
	374
	1,239

	平成２２年度
	31
	1,763
	1,794
	966
	3,022
	3,988


ウ　平成２２年度の主な実績
　・福祉人材養成校出張登録・相談会の開催　7校、計275人
　・求人情報ダイジェストの作成・発行　年6回、計6,600部
　・福祉の仕事就職フェアの開催　3回、来場者数計572人
　・福祉の仕事高等学校訪問説明会の開催　8校、計293人　　
　・介護職員スキルアップ講習会の開催　2回、計178人　　

　・福祉人材の確保・育成セミナーの開催　1回、99人

　・福祉人材確保対策に関するアンケート調査の実施　　　他
（２）福祉・介護人材マッチング支援事業実績（平成２１年８月から実施）

ア　ハローワーク等での相談

	事業内容
	平成21年度
	平成22年度

	相談回数
	158
	409

	相談件数
	482
	917

	事業所等訪問件数
	59
	175


　　　　　　　　　　　　　　　　※平成21年度は年度途中からの実施
イ　経営支援アドバイザー派遣

　　・平成２２年度・・・支援数　：５事業所
ウ　福祉の仕事就職セミナーの開催
　　　・平成２２年度・・・２回　のべ１６６人参加

	３　これまでの取組に対する評価


　　慢性的な人手不足が続く介護の現場において、事業所の効率的な人材採用、求職者の円滑な就労を支援してきた。また、県内関係機関・団体と連携し、岐阜県福祉人材総合対策センター運営委員会を開催しており、情報交換・ネットワーク拠点としての役割を果たしている。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	69,091
	　6,382
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	62,709

	要求額
	49,721
	6,119
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	43,602

	決定額
	49,320
	6,119
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	43,201


